
第２回 北庄内合併協議会 

 

期 日：平成１６年１２月１１日（土）１０：００ 

会 場：松山町「町民センター」         

 

次     第 

１ 開 会 

２ 会長あいさつ 

３ 議 事 

（１）協議事項 

（協議案件） 

【第１小委員会報告】 

協議第 ９号 協定項目８ 地方税の取扱いについて（その１） 

協議第１０号 協定項目１０ 一般職の職員の身分の取扱いについて 

協議第１１号 協定項目１１ 特別職の職員の身分の取扱いについて 

協議第１２号 協定項目１２ 条例、規則等の取扱いについて 

協議第１３号 協定項目１４ 一部事務組合等の取扱いについて（その１） 

協議第１４号 協定項目１９ 慣行の取扱いについて 

協議第１７号 協定項目２２ 消防団の取扱いについて 

協議第１９号 協定項目２４―（１） 納税関係事業の取扱いについて 

協議第２０号 協定項目２４―（２） 防災関係事業の取扱いについて 

協議第２７号 協定項目２４―（１０） 商工関係事業の取扱いについて 

協議第２８号 協定項目２４―（１１） 観光関係事業の取扱いについて（その１） 

協議第３４号 協定項目２４―（１８） その他事務事業の取扱いについて 

協議第３６号 協定項目１４ 一部事務組合等の取扱いについて（その２） 

協議第３７号 協定項目１８ 町(字)の区域及び名称の取扱いについて 

協議第３９号 協定項目２４―（１１） 観光関係事業の取扱いについて（その２） 

協議第４１号 協定項目８ 地方税の取扱いについて（その２） 

協議第４２号 協定項目１４ 一部事務組合等の取扱いについて（その３） 

 

【第２小委員会報告】 

協議第１８号 協定項目２３ 自治会・行政連絡機構の取扱いについて 

協議第２１号 協定項目２４―（４） まちづくり関係事業の取扱いについて 

協議第３２号 協定項目２４―（１６） 学校教育関係事業の取扱いについて 

協議第３３号 協定項目２４―（１７） 生涯学習関係事業の取扱いについて 

協議第３８号 協定項目２４―（３） 電算システムの取扱いについて 

協議第４０号 協定項目５ 財産の取扱いについて 

 



 

【第３小委員会報告】 

協議第１５号 協定項目２０ 国民健康保険事業の取扱いについて 

協議第１６号 協定項目２１ 介護保険事業の取扱いについて 

協議第２２号 協定項目２４―（５） 環境関係事業の取扱いについて 

協議第２３号 協定項目２４―（６） 住民窓口業務の取扱いについて 

協議第２４号 協定項目２４―（７） 保健衛生関係事業の取扱いについて 

協議第２５号 協定項目２４―（８） 病院関係事業の取扱いについて 

協議第２６号 協定項目２４―（９） 福祉関係事業の取扱いについて 

       

【第４小委員会報告】 

協議第 ８号 協定項目７ 農業委員会の委員の定数及び任期の取扱いについて 

協議第２９号 協定項目２４―（１２） 農林水産関係事業の取扱いについて 

協議第３０号 協定項目２４―（１４） 生活排水関係事業の取扱いについて 

協議第３１号 協定項目２４―（１５） 建設関係事業の取扱いについて 

協議第４３号 協定項目２４―（１３） 水道関係事業の取扱いについて 

 

【議会議員の定数、任期等に関する小委員会報告】 

協議第 ７号 協定項目６ 議会の議員の定数及び任期の取扱いについて 

 

【行財政システムに関する小委員会報告】 

協議第３５号 協定項目１３ 事務組織及び機構の取扱いについて 

協議第４４号 協定項目９ 地域審議会等の取扱いについて 

 

【建設計画に関する小委員会報告】 

協議第４５号 協定項目２５ 新市建設計画について 

 

【新規提案】 

協議第４６号 協定項目２ 合併の期日について 

 

 

 

（２）その他 

 

 

 

４ 閉 会 
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第２小委員会協議結果の報告について 6 

4 
協議第１５号 

ほか６件資料 
第３小委員会協議結果の報告について 8 
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協議第８号 
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平成１６年１２月１１日 
 

 北 庄内合併協議会 

  会 長  阿 部 寿 一 殿 

 

第 １ 小 委 員 会      

委員長   阿 部 與 士 男  

 

第１小委員会協議結果の報告について 

 

 北庄内合併協議会小委員会設置規程第６条の規定に基づき、下記のとおり報告いた

します。 

 

記 

 

【協議事項】 

協議第 ９号 協定項目８ 地方税の取扱いについて（その１） 

協議第１０号 協定項目１０ 一般職の職員の身分の取扱いについて 

協議第１１号 協定項目１１ 特別職の職員の身分の取扱いについて 

協議第１２号 協定項目１２ 条例、規則の取扱いについて 

協議第１３号 協定項目１４ 一部事務組合等の取扱いについて（その１） 

協議第１４号 協定項目１９ 慣行の取扱いについて 

協議第１７号 協定項目２２ 消防団の取扱いについて 

協議第１９号 協定項目２４－（１） 納税関係事業の取扱いについて 

協議第２０号 協定項目２４－（２） 防災関係事業の取扱いについて 

協議第２７号 協定項目２４－（１０） 商工関係事業の取扱いについて 

協議第２８号 協定項目２４－（１１） 観光関係事業の取扱いについて（その１） 

協議第３４号 協定項目２４－（１８） その他事務事業の取扱いについて 

協議第３６号 協定項目１４ 一部事務組合等の取扱いについて（その２） 

協議第３７号 協定項目１８ 町(字)の区域及び名称の取扱いについて 

協議第３９号 協定項目２４－（１１） 観光関係事業の取扱いについて（その２） 

協議第４１号 協定項目８ 地方税の取扱いについて（その２） 

協議第４２号 協定項目１４ 一部事務組合等の取扱いについて（その３） 

 

【協議結果】 

上記の協議事項については、原案のとおり調整方針を確認した。 

平成１６年１１月２７日 第１小委員会確認      

 

【小委員会開催日】  第１回  平成１６年１１月２７日（土） 
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【協議経過】 

 ① 協議第９号から３９号までの１５件については、提案された調整方針は、庄内北部地

域合併協議会（第１小委員会）における慎重審議を経て確認された内容を引き継いだも

のであり、原案のとおり調整方針を確認した。 
 ② 協議第４１号については、現在都市計画税が課税されている酒田市と八幡町の異なる

税率について、５年以内に制限税率に統一しようとするものであり、原案のとおり調整

方針を確認した。 
③ 協議第４２号については、八幡町、松山町及び平田町の３町が加入する山形県市町村

職員退職手当組合に関し、新市における財政負担の少ない取扱いを選択するため、当該

組合から脱退することを前提に、合併までに調整する。同じく３町が加入する余目町ほ

か４町土地開発公社については、酒田市土地開発公社に３町が保有する債権、債務を引

き継ぎ、３町は合併の日の前日までに余目町ほか４町土地開発公社を脱退し、酒田市土

地開発公社を新市における土地開発公社とするというものであり、いずれも原案のとお

り調整方針を確認した。 
 
【調整方針一覧】 

協議第 ９号 協定項目８ 地方税の取扱いについて（その１） 

（１）１市３町で差異のない事項については、現行のとおり新市に引き継ぐ。 

（２）１市３町で差異のある事項については、次のとおりとする。 

① 固定資産縦覧帳簿の縦覧期間については、４月１日から第１期目の納期の間とし、

閲覧の手数料については、新市の住民基本台帳の閲覧手数料と同額とする。  

② 市民税申告の受付会場等の体制については、原則として各市町の現行の体制を維

持する。 

③ 税務証明については、合併時に内容を統一する。なお、証明手数料については、

新市の住民窓口手数料のその他証明手数料と同額とする。 

④ 国民健康保険税の税率については、合併初年度は１市３町のそれぞれの例により、

不均一課税とするが、次年度から統一する。なお、急激な負担増加となる市町がある

場合は、調整を行いできるだけ早期に統一する。 

協議第１０号 協定項目１０ 一般職の職員の身分の取扱いについて 

１市３町の一般職の職員は、すべて新市の職員として引き継ぐ。 
① 職員数については、新市において「定員適正化計画」を策定し、定員管理の適正

化に努める。 
② 勤務条件等については、人事管理及び職員の処遇の適正化の観点から、新市におけ

る職務と責任に応じて調整し､速やかに統一する。 

協議第１１号 協定項目１１ 特別職の職員の身分の取扱いについて 

特別職の職員（他の協定項目に規定されているものを除く。）については、その設置、人

数、任期、報酬について、法令に定めのあるものはその規定に従い、調整する必要がある

ものについては、次のとおりとする。 

① 固定資産評価審査委員会の委員は、３人とする。 

② 条例等で定める各種審議会委員などの特別職の職員については、１市３町すべて

に設置され、新市において引き続き設置する必要のあるものは、統一する。１市３

町すべてに設置されているもの以外のものは、必要性に応じて合併までに調整する。 

③ 市長、助役、収入役及び議会の議員の報酬の額については、酒田市の現行の金額

を基礎として調整する。 

④ ③及び他の協定項目以外の特別職の職員の報酬の額については、酒田市の例を基

本として調整する。 

⑤ 監査委員の定数は、２人とする。また、識見を有する監査委員は常勤とする。 
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協議第１２号 協定項目１２ 条例、規則の取扱いについて 

条例、規則等の制定に当たっては､各協議項目の調整方針に基づき例規形式等の統一を図

り、次の区分により整備するものとする。 

① 合併と同時に市長職務執行者の専決処分により、即時制定し､施行する必要がある

もの 

② 合併後、暫定的に施行するもの 

③ 合併後、逐次制定し、施行するもの 

協議第１３号 協定項目１４ 一部事務組合等の取扱いについて（その１） 

［一部事務組合等］ 

（１）１市３町が加入する一部事務組合等（酒田地区クリーン組合、酒田地区消防組合、

庄内広域行政組合、庄内視聴覚教育協議会、山形県消防補償等組合、山形県自治会館

管理組合）については、合併の日の前日をもって当該組合等から脱退し、新市におい

て合併の日に当該組合等に加入する。 

（２）３町が加入する山形県市町村交通災害共済組合については、当該組合から脱退し、

新市において交通災害共済事業を実施する。 

協議第１４号 協定項目１９ 慣行の取扱いについて 

（１）市章及び憲章については、合併までに調整し、新市で制定する。 

（２）市の木・花等、宣言及び表彰制度については、合併後、新市において制定する。ただ

し、各市町の名誉市（町）民及び特別名誉市民は、新市に引き継ぐ。 

（３）姉妹都市及び友好都市の協定（盟約）を結んでいる都市との国際交流･国内交流につ

いては、新市に引き継ぐ。 

（４）国際交流活動については、支援を継続する。 

（５）ふるさと会については、支援を継続し、新市で連合組織を検討する。 

協議第１７号 協定項目２２ 消防団の取扱いについて 

消防団については、現行のとおり新市に引き継ぐ。ただし、連合消防団長を置くこととし、

３年を目途に組織の統合を図る。 

協議第１９号 協定項目２４－（１） 納税関係事業の取扱いについて 

（１）各市町で差異のない事項については、現行のとおり新市に引き継ぐ。 

（２）各市町で差異のある事項については、次のとおりとする。 

① 市税の督促手数料については、７０円とする。 

② 口座振替の領収通知については、年１回とする。 

③ 納税貯蓄組合については、合併までに廃止する方向で各市町で努力する。 

納税啓発活動については、新市で検討する。 

④ 納期については､１か月に２つの税の納期を設定するように平準化するため、軽自動

車税の納期は５月とし、市民税の納期は４期として偶数月、固定資産税は６期として

奇数月と２月とし、他の税については現行のとおりとする。 

協議第２０号 協定項目２４－（２） 防災関係事業の取扱いについて 

（１）地域防災計画は、合併までに暫定防災計画を作成し、新市において速やかに策定す

る｡ 

（２）防災行政無線については、現行のものを活用する。各世帯に配付されている戸別受

信機は、現状のものを新市に引き継ぎ、合併後新市において新たなシステム等につい

て検討する｡ 

（３）自主防災組織については、新市においても組織化の推進を図る。 

（４）災害時の相互応援協定等については、現行のとおり新市に引き継ぐ｡ 

（５）山岳遭難対策委員会については、合併時に一本化する｡ 

（６）水難救助員及び救難所については、現行のとおり新市に引き継ぐ｡ 
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協議第２７号 協定項目２４－（１０） 商工関係事業の取扱いについて 

（１）中心市街地活性化基本計画については、現行のとおり新市に引き継ぐ。 

なお、その他商店街等の活性化事業については、酒田市の例を基本とし、必要な支

援策を合併までに策定する。 

（２）各種融資制度については、酒田市の例により合併時に統一する。 

（３）雇用促進対策事業については、酒田市の例を基本とし、雇用情勢を注視しながら合

併までに調整する。 

（４）港湾振興事業については、現行のとおり新市に引き継ぐ。 

（５）商工会議所及び各商工会については、新市における一体的な商工業の振興が図られ

るよう、組織のあり方を含めた機能強化の検討を働きかける。 

（６）企業誘致促進事業については、酒田市の例を基本とし、合併までに調整する。 

（７）福祉乗合バス等運行事業については、当面各市町のバス路線を現行のとおりとする。

なお、合併までに新市におけるバス運行事業運営の基本方針を検討し、合併後に新市

のバス路線の再編成等の作業に取り組む。 

   ただし、新市の一体性の確立、住民の利便性向上、新市の財政負担等を勘案し、合

併時に実現可能な路線について検討を行い、合併後速やかに運行できるよう調整する。 

また、料金体系については、合併時に統一する。 

協議第２８号 協定項目２４－（１１） 観光関係事業の取扱いについて（その１） 

（１）各観光協会（観光物産協会）については、新市における一体的な観光振興が図られ

るよう、各団体の意向を十分尊重のうえ、組織の統合を働きかける。 

（２）各種観光イベントについては、当面現行のとおり新市に引き継ぐことを基本とし、

合併後、各種観光イベントの再編成を検討する。 

（３）旅客定期航路事業については、現行のとおり新市に引き継ぐ。 

協議第３４号 協定項目２４－（１８） その他事務事業の取扱いについて 

［議会議員の政務調査費］ 

地方自治法第１００条第１３項及び第１４項の規定に基づき、新市の議会議員に政務調

査費を交付するものとする。交付すべき金額及び交付の方法等は、酒田市の政務調査費を

基本とし、新市の議会において定める。 

協議第３６号 協定項目１４ 一部事務組合等の取扱いについて（その２） 

［公社・第三セクター等］ 

（１）各市町が出資している第三セクターについては、当面現行のとおりとし、合併まで

に第三セクターに関する新市の基本方針を策定する。 

なお、合併後、基本方針に基づき事業の見直しや組織の統廃合等の検討を行い、併

せて組織のスリム化等、一層の経営改善に努めるよう促す。 

（２）酒田市が出捐している財団法人については、当面現行のとおりとし、一層の効率的運

営に努めるよう促す。 

協議第３７号 協定項目１８ 町(字)の区域及び名称の取扱いについて 

新市における町（字）の区域及び名称の取扱いについては、次のとおりとする。 

① 区域については、現行のとおりとする。 

② 名称については、「大字」を付さないものとする。ただし、現在の大字の名称の前に

当該大字の属する現行の地方公共団体の名称、または名称の一部を付することができ

るものとする。 

協議第３９号 協定項目２４－（１１） 観光関係事業の取扱いについて（その２） 

（４）観光関係施設の管理運営については、合併時に施設の管理運営の考え方（経費負担

のあり方等）の統一を図る。 

なお、合併後に、指定管理者制度の趣旨に基づく公募による民間事業者の活用等、住

民サービスの向上、経費の縮減等の方策について検討を行う。 
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協議第４１号 協定項目８ 地方税の取扱いについて（その２） 

（２）１市３町で差異のある事項については、次のとおりとする。 
⑤ 都市計画税については、次のとおりとする。 
（ア）酒田市と八幡町の現行の課税区域及び税率を新市に引き継ぐ。 
（イ）不均一課税は、５年以内に制限税率に統一する｡ 

協議第４２号 協定項目１４ 一部事務組合等の取扱いについて（その３） 

[一部事務組合等] 

（３）３町が加入する山形県市町村職員退職手当組合については、財政負担が少ない取扱

いを選択するため、当該組合から脱退することを前提に、合併までに調整する。 

[公社・第三セクター等] 

（３）土地開発公社については、次のとおり調整する。 

① ３町が加入する「余目町ほか４町土地開発公社」については、「酒田市土地開発公

社」に３町が保有する債権、債務を引き継ぎ、３町は合併の日の前日までに当該公

社を脱退する。 

② 「酒田市土地開発公社」については、「余目町ほか４町土地開発公社」において３

町が保有する債権、債務を引き受け、新市における土地開発公社とする。 
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平成１６年１２月１１日 
 

 北 庄内合併協議会 

  会 長  阿 部 寿 一 殿 

 

第 ２ 小 委 員 会      

委員長   小 松 隆 二   

 

第２小委員会協議結果の報告について 

 

 北庄内合併協議会小委員会設置規程第６条の規定に基づき、下記のとおり報告いた

します。 

 

記 

 

【協議事項】 

協議第１８号 協定項目２３ 自治会・行政連絡機構の取扱いについて 

協議第２１号 協定項目２４－（４） まちづくり関係事業の取扱いについて 

協議第３２号 協定項目２４－（１６） 学校関係事業の取扱いについて 

協議第３３号 協定項目２４－（１７） 生涯学習関係事業の取扱いについて 

協議第３８号 協定項目２４－（３） 電算システムの取扱いについて 

協議第４０号 協定項目５ 財産の取扱いについて 

 

【協議結果】 

上記の協議事項については、原案のとおり調整方針を確認した。 

平成１６年１１月２７日 第２小委員会確認      

 

【小委員会開催日】  第１回  平成１６年１１月２７日（土） 

 

【協議経過】 

 ① 協議第１８号から３８号までの５件については、提案された調整方針は、庄内北部地

域合併協議会（第２小委員会）における慎重審議を経て確認された内容を引き継いだも

のであり、原案のとおり調整方針を確認した。 
 ② 協議第４０号については、１市３町が所有する財産及び債務を、すべて新市に引き継

ぐというものであり、原案のとおり調整方針を確認した。 
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【調整方針一覧】 

協議第１８号 協定項目２３ 自治会・行政連絡機構の取扱いについて 

（１）自治会(区)長会の組織については、当面現行のとおりとし、合併後速やかに統合する
よう働きかける。 
（２）自治会(区)長報酬については、現行のとおり新市に引き継ぎ、合併後調整する。ただ
し、広報配布分を除く。 
（３）自治会(区)長会補助金及び酒田市自治会組織等運営費補助金については、現行のとお
り新市に引き継ぎ、合併後調整する。 

協議第２１号 協定項目２４－（４） まちづくり関係事業の取扱いについて 

（１）市民活動支援事業については、合併までに調整し統一する。 
（２）地域コミュニティへの補助金、交付金等については、当面現行のとおりとすること

を基本とし、合併後調整を図り統一する。 

（３）自治会（区）及び地縁団体等の集会所建設事業については、合併時に統一した方法で

実施する。ただし、経過措置として、３町の集会施設の新築事業については平成１９年

度まで、また、現在利子補給を受けている事業については償還が終わるまで、現行の制

度を適用する。 

協議第３２号 協定項目２４－（１６） 学校関係事業の取扱いについて 

（１）遠距離通学対策については、当面現行のとおりとし、合併後に調整し統一する。 
（２）私立学校等の就学支援事業については、酒田市の例による。 
（３）小学校及び中学校の学区については、現行のとおりとする。 
（４）学校給食の実施方法等については、合併までに調整し統一する。なお、合併後に酒

田市の中学校において完全給食を実施する。 
（５）学校施設の使用料については、合併時に統一する。 
（６）施設整備計画については、現在の各市町の計画を新市に引き継ぐ。 

協議第３３号 協定項目２４－（１７） 生涯学習関係事業の取扱いについて 

（１）生涯学習諸計画については、合併後に新しい計画を策定する。 
（２）公民館については、当面現行のとおりとし、合併後に生涯学習諸計画などの指針を

決定したうえで、早い段階で方向性を決めていくこととする。 
（３）各種団体助成については、現行のとおりとするが、交付団体が特定されていない補

助金については、合併までに調整し統一する。また、同種の団体への補助金は合併ま

でに基準を統一するほか、市町ごとに補助の有無に違いがある補助金についても合併

までに調整する。 
（４）成人式については、１月の第２日曜日に一本化して実施する。 
（５）図書館については、酒田市中央図書館と光丘文庫を図書施設とし、平田図書センタ

ーは図書館同種施設として図書施設と同様の運営とする。また、八幡町と松山町には

中央図書館の文庫を配置し、機能の充実を図る。 
（６）使用料については、現行のとおりとするもの以外は、統一する。 
（７）施設整備計画については、現在の各市町の計画を新市に引き継ぐ。 

協議第３８号 協定項目２４－（３） 電算システムの取扱いについて 

電算システムについては、合併時に稼動できるようシステムの統合を図る。 

協議第４０号 協定項目５ 財産の取扱いについて 

１市３町が所有する財産及び債務は、すべて新市に引き継ぐ。 
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平成１６年１２月１１日 
 

 北 庄内合併協議会 

  会 長  阿 部 寿 一 殿 

 

第 ３ 小 委 員 会      

委員長   阿 部 清 幸   

 

第３小委員会協議結果の報告について 

 

 北庄内合併協議会小委員会設置規程第６条の規定に基づき、下記のとおり報告いた

します。 

 

記 

 

【協議事項】 

  協議第１５号 協定項目２０ 国民健康保険事業の取扱いについて 
  協議第１６号 協定項目２１ 介護保険事業の取扱いについて 
  協議第２２号 協定項目２４－（５）環境関係事業の取扱いについて 
  協議第２３号 協定項目２４－（６）住民窓口業務の取扱いについて 
  協議第２４号 協定項目２４－（７）保健衛生関係事業の取扱いについて 
  協議第２５号 協定項目２４－（８）病院関係事業の取扱いについて 
  協議第２６号 協定項目２４－（９）福祉関係事業の取扱いについて 

 

【協議結果】 

上記の協議事項については、原案のとおり調整方針を確認した。 

平成１６年１１月２７日 第３小委員会確認      

 

【小委員会開催日】  第１回  平成１６年１１月２７日（土） 

 

【協議経過】 

  協議第１５号から２６号までの７件については、提案された調整方針は、庄内北部地域

合併協議会（第３小委員会）における慎重審議を経て確認された内容を引き継いだもので

あり、原案のとおり調整方針を確認した。 
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【調整方針一覧】 

協議第１５号 協定項目２０ 国民健康保険事業の取扱いについて 
（１）短期被保険者証及び資格証明書の交付については、合併時に統一して実施する。 
（２）国民健康保険運営協議会については、新市において新たに設置する。 
（３）国民健康保険給付基金については、新市に引き継ぐ。 
（４）高額療養費貸付については、酒田市、平田町の例により合併時に実施する。出産費

資金貸付については、八幡町の例を基本に、合併時に実施する。 
（５）国民健康保険健康世帯褒賞事業については、合併までに調整し、統一して実施する。 
（６）出産育児一時金については、現行のとおりとし、葬祭費については、酒田市、平田

町の例により合併時に統一する。 

（７）人間ドック費用助成については、酒田市の例を基本に、合併時に実施する。 

協議第１６号 協定項目２１ 介護保険事業の取扱いについて 

（１）新市の介護保険事業計画については、各市町の第２期事業計画を新市に  

引き継ぎ、平成１８年度が初年度となる第３期事業計画において、統一した事業計画

とする。 

（２）介護保険料については、第２期事業計画期間中は、現行のとおりとする。 
続く、第３期事業計画の平成１８年度からは、各市町の現行料金等を勘案して不均一

料金とし、第４期事業計画の初年度となる平成２１年度から統一料金とする。 

協議第２２号 協定項目２４－（５）環境関係事業の取扱いについて 

（１）ごみの収集区域、収集回数、収集方法、分別方法については、当面現行のとおりと

し、合併後に調整する。 
（２）粗大ごみの収集方法、処理手数料については、当面現行のとおりとし、合併後に調

整する。 
（３）し尿の収集区域、収集方法、収集手数料については、当面現行のとおりとし、合併

後に調整する。 
（４）環境対策事業については、現行のとおり新市に引き継ぐ。なお、環境基本計画につ

いては、合併後に策定する。 

協議第２３号 協定項目２４－（６）住民窓口業務の取扱いについて 

（１）窓口業務については、原則として現行のとおりとする。 
（２）閉庁時の窓口業務については、合併までに調整し、統一した方法で実施する。 

（３）窓口手数料については、各市町で差異のない手数料については現行のとおりとし、

差異ある手数料については合併時に酒田市の例により統一する。 

協議第２４号 協定項目２４－（７）保健衛生関係事業の取扱いについて 

［保健関係事業］ 
（１）各種成人健康診査については、合併時に統一した方法で実施する。 
（２）乳幼児の各種集団健康診査、各種集団予防接種事業については、当面、現市町単位

でそれぞれ現行のとおりとし、合併後に調整し、統一した内容で実施する。 
［衛生関係事業］ 
（１）火葬場の使用料については、有料とし、合併時に統一する。 
（２）公営墓地の永代使用料及び管理料については、酒田市の例による。 
［診療所］ 
診療所については、現行のとおり新市に引き継ぎ、合併後に地域医療の動向等を踏ま

え運営のあり方を検討する。 
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協議第２５号 協定項目２４－（８）病院関係事業の取扱いについて 

市立酒田病院と町立八幡病院については、現行のとおり新市に引き継ぎ、合併後に地

域医療の動向等を踏まえ運営のあり方を検討する。 

協議第２６号 協定項目２４－（９）福祉関係事業の取扱いについて 

［高齢者福祉事業］ 
（１）シルバー人材センターについては、合併時に統合するよう働きかける。 
   補助金は、国の基準に準じて交付する。 
（２）老人クラブに対する支援については、合併時に統一した方法で実施する。 
（３）敬老事業については、合併時に統一した方法で実施する。 
（４）介護予防・地域支え合い事業については、国・県の制度に基づき、合併時に統一し

た方法で実施する。 
（５）介護用品の支給サービス等については、酒田市の例を基本に合併までに調整する。 
［児童福祉事業］ 
（１）保育所については、現行の運営方針に基づき新市に引き継ぎ、合併後においても民

間移管、統合再編など、効率的な運営形態を目指すものとする。 
（２）保育料については、現行のとおりとし、段階的に調整し、５年を目途に統一する。 
（３）延長保育、一時保育事業については、合併までに調整し統一した方法で実施する。 
（４）通園バス運営事業については、地域の事情に配慮し、現在事業実施の地域では当面

運行することとするが、運行形態及び個人負担について、合併後速やかに基本的統一

を図る。 
（５）子育て支援関係事業については、合併までに調整し、統一した方法で実施する。 
［社会福祉事業］ 
（１）障害者福祉事業については、国・県の制度に基づくものは合併時から統一した方法

で実施する。市・町単独で行っている事業については、地域の実情に配慮し合併まで

に調整する。 
（２）地域福祉計画については、合併後速やかに策定する。 
（３）社会福祉協議会については、合併時に統合するように働きかける。社会福祉協議会

に委託している事業及び運営補助については、地域の実情に配慮しながら合併までに

調整し、整理統合を図る。 
（４）民生児童委員協議会については、現在の酒田市の連合会組織に町の協議会が加盟統

合することとし、単位協議会への補助等については、合併までに調整し、統一した方

法で実施する。 
（５）生活保護事業については、国・県の制度に基づき新市で実施する。 
（６）日本赤十字社関係事務については、酒田市の例により統一して実施する。 
（７）医療タクシー事業については、現在事業実施地域については、基本的に現行のとお

りとするが、合併後速やかに見直しを図る。 
［福祉医療給付事業］ 
（１）乳幼児医療費助成事業については、県の医療給付事業の基準により、合併時に統一

する。ただし、０歳児については、扶養者の所得制限なしとする。 

（２）重度心身障害（児）者医療費助成事業については、県の医療給付事業の基準により、

合併時に統一する。ただし、国民年金障害基礎年金２級受給権者（２０歳前障害のみ）

については、助成事業の対象者とする。 

（３）母子家庭等医療費助成事業については、県の医療給付事業の基準により、合併時に統

一する。 
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平成１６年１２月１１日 
 

 北 庄内合併協議会 

  会 長  阿 部 寿 一 殿 

 

第 ４ 小 委 員 会      

委員長   佐  藤   弘   

 

第４小委員会協議結果の報告について 

 

 北庄内合併協議会小委員会設置規程第６条の規定に基づき、下記のとおり報告いた

します。 

 

記 

 

【協議事項】 

協議第 ８号 協定項目７ 農業委員会の委員の定数及び任期の取扱いについて 
協議第２９号 協定項目２４－（１２） 農林水産関係事業の取扱いについて 
協議第３０号 協定項目２４－（１４） 生活排水関係事業の取扱いについて 
協議第３１号 協定項目２４－（１５） 建設関係事業の取扱いについて 

協議第４３号 協定項目２４－（１３） 水道関係事業の取扱いについて 

 

【協議結果】 

上記の協議事項については、原案のとおり調整方針を確認した。 

平成１６年１１月２７日 第４小委員会確認      

 

【小委員会開催日】  第１回  平成１６年１１月２７日（土） 

 

【協議経過】 

 ① 協議第８号から３１号までの４件については、提案された調整方針は、庄内北部地域

合併協議会（第４小委員会）における慎重審議を経て確認された内容を引き継いだもの

であり、原案のとおり調整方針を確認した。 
 ② 協議第４３号については、簡易水道事業の施設整備費や運営経費、地方公営企業法適

用準備経費に関する一般会計の負担についての質疑を経て、原案のとおり調整方針を確

認した。 
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【調整方針一覧】 

協議第 ８号 協定項目７ 農業委員会の委員の定数及び任期の取扱いについて 

（１）新市に１つの農業委員会を置く。 
（２）市町村の合併の特例に関する法律第８条第１項第１号の規定を適用し、１市３町の

農業委員会の選挙による委員であった者は、新市設置の日から２か月以内の間、引き

続き新市の農業委員会の選挙による委員として在任する。 
（３）農業委員会等に関する法律第７条第１項の規定による新市の農業委員会の選挙によ

る委員の定数は、３０人とする。 
（４）新市においては、農業委員会等に関する法律第１０条の２第２項に規定する選挙区

を設けることとし、各選挙区及び定数は次のとおりとする。 
酒田市の区域は、５選挙区で定数１９人とする。 

   八幡町の区域は、１選挙区で定数４人とする。 
   松山町の区域は、１選挙区で定数３人とする。 
 平田町の区域は、１選挙区で定数４人とする。 

協議第２９号 協定項目２４－（１２） 農林水産関係事業の取扱いについて 

（１）農業振興地域整備計画については、合併までに調整し、新市において策定する。 
（２）認定農業者制度については、合併までに調整し、新市において基本構想を策定する。 
（３）米の需給調整については、平成１７年度の配分方法は現行のとおりとし、平成１８

年度に統一する。 
（４）農林水産関係制度資金事業については、現行のとおり新市に引き継ぐ。 
（５）水田農業ビジョンについては、各市町の計画を新市に引き継ぐ。 

（６）農林水産関係補助金等については、次のとおり調整する。 
① 国・県補助事業については、現行のとおり新市に引き継ぐ。 
② 市町単独の補助金等については、合併までに統一の方向で調整する。 
ただし、従来からの経緯や地域の実情等に配慮すべき補助金等については、当面

現行のとおりとし、合併後に調整する。 
（７）農林水産関係施設の使用料等については、当面現行のとおりとし、合併後に調整す

る。ただし、農村公園及び市民農園については、合併までに調整する。 
（８）森林整備計画については、現計画を新市に引き継ぐ。 
（９）農林水産関係証明書の発行手数料については、新市の住民窓口手数料のその他証明

手数料を適用する。 

協議第３０号 協定項目２４－（１４） 生活排水関係事業の取扱いについて 

（１）生活排水事業については、現行のとおり新市に引き継ぐ。 
（２）下水道使用料、集落排水施設使用料及び浄化槽使用料については、現行のとおりとし、

５年を目途に統一する。 

（３）下水道、集落排水施設及び浄化槽の受益者分担金は、合併までに認可又は採択を受け

ている事業は現行のとおりとし、合併後は新市の算定方式により統一する。 

（４）浄化槽補助金については、合併までに調整する。 
（５）水洗便所等改造資金融資あっせん及び利子補給事業については、合併までの貸付に

かかる融資及び利子補給は新市に引き継ぎ、合併後は酒田市の例により統一する。 
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協議第３１号 協定項目２４－（１５） 建設関係事業の取扱いについて 

［土木関係事業］ 
（１）市町道は、現行のとおり新市に引き継ぐ。 
（２）除雪については、現行のとおり新市に引き継ぎ、補助制度は合併までに調整し、統

一した方法で実施する。 
（３）道路、側溝、草刈の補助については、地域の実情を踏まえ合併までに統一する。 
（４）道路の占用手数料については、国の基準により合併時に統一する。 
［住宅関係事業］ 
（１）公営住宅の管理については、酒田市の例により合併時に統一する。ただし、使用料

は当面の間現行のとおりとし、合併後に制度改正にあわせて調整する。 
（２）住宅資金貸付事業については、合併までの貸付にかかる融資及び利子補給は新市に

引き継ぎ、制度は合併までに調整し、統一した方法で実施する。 
［都市計画関係事業等］ 
（１）都市計画、区域区分及び都市計画マスタープランについては、現行のとおり新市に

引き継ぎ、合併後に策定する。 
（２）景観事業については、現行のとおり新市に引き継ぎ、合併後に新たな景観条例を制

定する。 
（３）公園都市構想については、酒田市の例により合併時に統一する。 
（４）都市計画関係の補助事業については、酒田市の例を基本として合併時に実施する。 
（５）建築物許可関係手数料、優良宅地の認定手数料、開発行為の許可手数料、都市公園

等の占用手数料については、酒田市の例により合併時に統一する。 

協議第４３号 協定項目２４－（１３） 水道関係事業の取扱いについて 

（１）上水道事業及び簡易水道事業は、現行のとおり新市に引き継ぐ。 
（２）上水道事業の水道使用料は、現行のとおりとし、５年を目途に統一する。 
八幡町簡易水道事業の水道使用料は、合併時に統一する。 

（３）加入金は、現行のとおりとし、５年を目途に統一する。 
（４）手数料は、酒田市の例を基本として合併時に統一する。 
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平成１６年１２月１１日 
 

 北 庄内合併協議会 

  会 長  阿 部 寿 一 殿 

 

議会議員の定数、任期等に関する小委員会 

委員長   阿 部 與 士 男      

 

議会議員の定数、任期等に関する小委員会協議結果の報告について 

 

 北庄内合併協議会小委員会設置規程第６条の規定に基づき、下記のとおり報告いた

します。 

 

記 

 

協議第７号 

協定項目６ 議会の議員の定数及び任期の取扱いについて 

（１）議会議員については、市町村の合併の特例に関する法律第６条及び第７条の特

例は適用せず、新市の設置の日から５０日以内に選挙を行う。 

（２）議会議員の選挙区については、全市域で１選挙区とする。 

（３）地方自治法第９１条第７項の規定に基づき、協議で定める議会議員の定数は、

３４人とする。 

 

【協議結果】 

議会の議員の定数及び任期の取扱いについては、原案のとおり調整方針を確認した。 

平成１６年１１月２７日 議会議員の定数、任期等に関する小委員会確認 

 

【小委員会開催日】  第１回  平成１６年１１月２７日（土） 

 

【協議経過】 

 ① 提案された調整方針は、庄内北部地域合併協議会（議会議員の定数、任期等に関する

小委員会）における慎重審議を経て確認された内容を引き継いだものである。 

 ② 定数３４人の設定について、地方自治法では人口１０万人から２０万人の幅での上限

であり、人口約１２万人の新市において適切かということについて、合併後一定の期間

においては容認されるものという意見があった。 

 

以上の議論を経て、原案のとおり調整方針を確認した。 
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平成１６年１２月１１日 
 

 北 庄内合併協議会 

  会 長  阿 部 寿 一 殿 

 

行財政システムに関する小委員会  

委員長   佐 藤 忠 智    

 

行財政システムに関する小委員会協議結果の報告について 

 

 北庄内合併協議会小委員会設置規程第６条の規定に基づき、下記のとおり報告いた

します。 

 

記 

 

協議第３５号 

協定項目１３ 事務組織及び機構の取扱いについて 

新市の事務組織及び機構については、以下のとおりとする。 
① 本所は、現在の酒田市の組織機構を基本として、合併までに調整する。 
② 支所の組織機構は、４部門により構成される課を基本として、業務量や事務の

性質等を考慮しながら合併までに調整する。 
③ 支所の名称並びに各部課室等の名称は、市民にわかりやすい名称とすることを

基本として、合併までに調整する。 

協議第４４号 

協定項目９ 地域審議会等の取扱いについて 

改正地方自治法第２０２条の４から第２０２条の８まで、及び合併特例法第５条の

４の趣旨にのっとり、住民の意向を行政に十分に反映するとともに、住民と行政との

連携と協働の強化を図りながらコミュニティの育成強化を図ることを目的とする地域

協議会を、八幡町、松山町及び平田町の区域を対象として新市の条例により設置する。 

 

【協議結果】 

事務組織及び機構の取扱い及び地域審議会等の取扱いについては、原案のとおり調整方

針を確認した。 

平成１６年１１月３０日 行財政システムに関する小委員会確認 

 

【小委員会開催日】  第１回  平成１６年１１月３０日（火） 
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【協議経過】 

 ① 事務組織及び機構の取扱いについては､庄内北部合併協議会において確認された調整

方針や意見を尊重することを基本として協議を行った。 
その結果､支所に置かれる課は、４部門を基本として今後の合併準備体制の中での業務

量の測定等により増減するものとの共通理解を得、これに伴い資料を一部修正した。 
また、今後の調整結果については、後日、本小委員会に報告させることとして、原案

のとおり調整方針を確認した。 

 ② 地域審議会等の取扱いについては、庄内北部合併協議会においても慎重な検討を行っ

てきた結果として、独自条例により地域協議会を設置するという内容の会長調整案に収

斂することとなったものであり、この経過を尊重することとした。 
その結果､酒田市以外の３町において改正地方自治法の精神にのっとった地域協議会

を新市の条例により設置することとし、支所と連携して地域づくりに当たっていくこと

を確認した。 
なお、地域協議会の委員数や、新市の条例として定めるための手続き等について質疑

があり、これらのことについても新市発足前に合意しておく必要があるため、条例案の

形としてさらに詰めることとし、後日、本小委員会に報告させることとして、原案のと

おり調整方針を確認した。 



交換をお願いします。 

北 庄 内 合 併 協 議 会 資 料（行財政システムに関する小委員会資料） 
協定項目１３ 事務組織及び機構の取扱いについて 協H

調整方針（案） 

新市の事務組織及び機構については、以下のとおりとする。 
① 本所は、現在の酒田市の組織機構を基本として、合併までに調整する。 
② 支所の組織機構は、４部門により構成される課を基本として、業務量や事務の性質等を考慮しながら合併までに調整する。 
③ 支所の名称並びに各部課室等の名称は、市民にわかりやすい名称とすることを基本として、合併までに調整する。 

「新市の組織機構のイメージ」 

本所 支所 備  考 

 

 

 

 

左記の案を基本として、

具体的な組織機構は今

後の業務量や事務内容

の精査により構築される。

 

（１）係の配置及び人員

配置並びに施設の位置

付け等を含む細部につい

ては、合併までに調整す

る。 
 
（２）支所は、本所の各部

課を通して予算要求する

ほか、一定の分野につい

ては、直接本所の財政担

当課に予算要求する。 
 
（３）支所における行政委

員会の組織は、原則とし

て長部局の職員が兼務

又は併任するものとする。 
ただし、教育委員会組織

については、合併までにあ

りかたを検討する。 
 
（４）各組織・機関・施設

等の名称は、市民にわか

りやすい名称とすることを

基本として、合併までに調

整する。 

 

　
　

　

 

 

　
　

　

　  　

（長部局で兼務又は併任）

（長部局で兼務又は併任

することについて検討）

 

（長部局で兼務又は併任）

市長

支所の組織機構（案）

会計担当課収入役

助役

市民福祉担当課

　

保健福祉センター

総務地域振興担当
課

教育振興担当課又は
出張所・分室

支所長

農業委員会事務局

出張所又は分室

出張所又は分室

建設下水道担当課

出納員

産業振興担当課

○　○　課

副支所長

水道管理者

教育委員会

農業委員会

水道部

教育委員会事務局

出張所又は分室

出納員

観光物産担当課

水道業務担当課

本所の組織機構（案）

公民館・図書館等

建設担当部

助役

市長

市立病院（２）

土木担当課

建築担当課

下水道担当課

出張所又は分室

文化行政担当課

スポーツ担当課

酒田浄水担当課

教育振興担当課
又は出張所・分室

農山漁村担当課

児童福祉担当課

健康医療担当課

農政農産担当課

農林水産担当部

支所 (3）

固定資産評価審査委員会

議会事務局

事務局

事務局

事務局

議会

選挙管理委員会

監査委員会

農業委員会

教育委員会事務局教育委員会

教育総務担当課

学校教育担当課

生涯学習担当課

教育機関

水道管理者 水道担当部 水道工務担当課

収入役 会計担当課

商工観光担当部

住民担当課

企画調整担当部

市民生活担当部

健康福祉担当部

高齢福祉担当課

環境衛生担当課

国保年金担当課

社会福祉担当課

都市計画担当課

管財担当課

財政担当課

課税担当課

企画調整担当課

市民活動担当課

納税担当課

商工港湾担当課

総務担当部

情報システム担当課

総務担当課

職員担当課
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平成１６年１２月１１日 
 

 北 庄内合併協議会 

  会 長  阿 部 寿 一 殿 

 

建設計画に関する小委員会    

委員長  伊 藤 善 市   

 

建設計画に関する小委員会協議結果の報告について 

 

 北庄内合併協議会小委員会設置規程第６条の規定に基づき、下記のとおり報告いた

します。 

 

記 

 

協議第４５号 

協定項目２５ 新市建設計画について 

新市建設計画は、別添「新市建設計画」に定めるとおりとする。 

 

【協議結果】 

新市建設計画については、原案のとおり調整方針を確認した。 

平成１６年１２月９日 建設計画に関する小委員会確認   

 

【小委員会開催日】  第１回  平成１６年１１月３０日（火） 

第２回  平成１６年１２月 ９日（木） 

 

【協議経過】 

 ① 新市建設計画のうち、まちづくりの基本理念や新市の将来像などについては、庄内北

部地域合併協議会において確認されており、その協議結果を尊重することとした。 
 ② 同計画の主要施策や財政計画について、補足資料を参考に、２回にわたり協議を行っ

た。 
委員からは、昨年示した財政展望に比べ、投資的経費が変動している理由について質

問があったが、国の三位一体の改革に伴う補助金の削減、地方交付税の総額抑制など、

前提条件が大きく変わったことが要因であるとの説明がなされ、原案のとおり調整方針

を確認した。 
   なお、今後山形県との協議などにより、文言修正の必要が生じた場合の対応について

は、正副会長に一任することとし、その内容については後日協議会に報告することとし

た。 
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別 紙 

 

  北庄内合併協議会 小委員会委員名簿（◎は委員長、○は副委員長） 

 

≪常設設置方式≫ 

 

第１小委員会（所管事項：総務・商工観光・議会） 

酒田市 八幡町 松山町 平田町 専門学識者 

◎阿部與士男 石川憲雄 新舘俊雄 ○小林隆逸 村上正敏 

 

第２小委員会（所管事項：企画財政・教育） 

酒田市 八幡町 松山町 平田町 専門学識者 

○山川源吉 長谷川 裕 阿部慶一 佐藤きく子 ◎小松隆二 

 

第３小委員会（所管事項：市民生活・健康福祉） 

酒田市 八幡町 松山町 平田町 専門学識者 

◎阿部清幸 安藤順子 小野 實 ○佐藤忠智 齋藤 緑 

 

第４小委員会（所管事項：農林水産・建設） 

酒田市 八幡町 松山町 平田町 専門学識者 

◎佐藤 弘 伊藤一哉 齊藤康広 ○小松原 俊 伊藤善市 

 

 

≪特定事案審議方式≫ 

 

建設計画に関する小委員会 

区分 酒田市 八幡町 松山町 平田町 専門学識者 

２号委員 阿部與士男 石川憲雄 新舘俊雄 小松原 俊  

３号委員 山川源吉 伊藤一哉 ○阿部慶一 佐藤きく子 ◎伊藤善市 村上正敏 

 

行財政システムに関する小委員会 

区分 酒田市 八幡町 松山町 平田町 専門学識者 

２号委員 佐藤 弘 長谷川 裕 齊藤康広 ◎佐藤忠智  

３号委員 阿部清幸 安藤順子 ○小野 實 小林隆逸 小松隆二 齋藤 緑 

 

議会議員の定数、任期等に関する小委員会 

区分 酒田市 八幡町 松山町 平田町 専門学識者 

◎阿部與士男 石川憲雄 新舘俊雄 小松原 俊 
２号委員 

佐藤 弘 長谷川 裕 齊藤康広 佐藤忠智 
 

３号委員 山川源吉 伊藤一哉 小野 實 ○小林隆逸 伊藤善市 小松隆二 

 

（敬称略） 

（敬称略）



協議第４６号 

 

 

協定項目２ 

 

合併の期日について 

 

合併の期日について、下記のとおり提出する。 

 

平成１６年１２月１１日提出 

 

北 庄内合併協議会       

 会 長  阿 部 寿 一   

 

記 

 

合併の期日について 

 

合併の期日は、平成１７年１１月１日とする。 
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各市町で住民座談会等、 
住民への説明と意向把握 

北 庄 内 合 併 協 議 会 資 料 
協定項目２ 合併の期日について   協議第  号  平成１５年１０月３１日（第８回協議会） 確 認

調整方針（案） 合併の期日は、平成１７年１１月１日とする。 

 

合併までのスケジュール（概要） 
年度 16年度 17年度 

月 11月 12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 

             

第
一
回
合
併
協
議
会
（  

 
 
 

） 

建
設
計
画 

提
案 

そ
の
他
協
定
項
目
を
提
案 

（
小
委
員
会
付
託
） 

各
市
町
議
会
十
二
月
定
例
会 

合
併
関
連
補
正
予
算
審
議
（
電
算
） 

 

第
二
回
合
併
協
議
会
（  

 
 
 

） 

建
設
計
画 

確
認 

全
て
の
協
定
項
目
を
確
認 

 

第
三
回
合
併
協
議
会 

合
併
協
定
調
印
式 

山
形
県
知
事
へ
合
併
申
請
書
提
出 

 各
市
町
議
会
三
月
定
例
会 

合
併
関
連
議
案
付
議 

  

各
市
町
議
会
六
月
定
例
会 

一
部
事
務
組
合
の
規
約
変
更
、 

関
連
補
正
予
算
付
議 

 

 

各
市
町
議
会
九
月
定
例
会 

合
併
協
議
会
廃
止
議
案
付
議 
各
市
町
一
六
年
度
決
算
審
議 

閉
市
町
式
・閉
庁
式 

合
併
協
議
会
解
散 

 

開 

庁 

式 

新 

市 

施 

行 

   

          

山
形
県
と
の 

建
設
計
画
本
協
議 

 

合

併

協

議

会

・
構

成

市

町

議

会

等 

 山
形
県
と
の 

建
設
計
画
事
前
協
議   

   

山
形
県
知
事
に
よ
る
合
併
の
決
定
、 

総
務
大
臣
へ
の
届
出 

 山
形
県
議
会
六
月
定
例
会 
合
併
議
案
付
議 

 

総
務
大
臣
に
よ
る
告
示 

   

 

 

必要に応じ、合併協議会 
を開催。 
 

（見
込
み
） 

12 
／ 
11 

11 
／ 
27 


